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第８号議案 

 

         令和３年度志木市一般会計予算 

 

 令和３年度志木市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３０,７７７,０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （継続費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１２条第１項の規定による継続費の経費の総額及び年割額は、「第２表 継続費」による。 

 （債務負担行為） 

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４ 

表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１,５００,０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職 

員手当等及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用とす 

る。 

 

  令和３年２月１９日提出 

 

                                                         志木市長 香 川  武 文
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第２表　継続費

（単位：千円）

令和３年度 94,780

令和４年度 162,480

令和５年度 54,160

令和３年度 35,840

令和４年度 53,760

令和３年度 6,120

令和４年度 9,180

令和３年度 5,280

令和４年度 7,920

市 民 会 館 ・ 市 民 体 育 館 再 整 備 設 計 事 業 311,420

地上系・衛星系防災行政無線設備移設事業 15,300

年 度 年 割 額

２ 総 務 費 ８ 生 活 環 境 費 同 報 系 防 災 行 政 無 線 シ ス テ ム 更 新 事 業 89,600

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費

款 項 事 業 名 総 額

２ 総 務 費 ８ 生 活 環 境 費 震度情報ネットワークシステム移設事業 13,200

２ 総 務 費 ８ 生 活 環 境 費



 第３表　債務負担行為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

課税課

防災危機管理課

産業観光課

産業観光課

志木市が行う小規模企業者への資金融資あっせんに

係る融資額の範囲内で埼玉県信用保証協会が金融機

関に債務保証を行って生じた代位弁済額から中小企

業信用保険法による保険金を控除した額の元金50％

産業観光課 と利子等の合計額

事 項

固定資産土地評価システム業務委託 令 和 ４ 年 度 か ら
令 和 ５ 年 度 ま で

１７，６３５

全国瞬時警報システム移設業務委託 令 和 ３ 年 度 か ら
令 和 ４ 年 度 ま で

　１，６５０

農 業 近 代 化 資 金 利 子 補 給 令 和 ３ 年 度 か ら
補給期間完了の年度まで

借入残額の2.0％以内
（令和３年度分）

中 小 企 業 等 融 資 利 子 補 給
同 上 同　　　　　　上

（令和３年度分）

小 規 模 企 業 者 融 資 資 金 損 失 補 償

（令和３年度分）
令 和 ３ 年 度 か ら
完 済 の 日 ま で



期 間 限 度 額

志木市が行う中小企業近代化資金融資あっせんに係

る融資額の範囲内で埼玉県信用保証協会が金融機関

に債務保証を行って生じた代位弁済元金（責任共有

制度要綱に基づく負担金方式の場合は代位弁済額の

元金から金融機関負担割合相当額を除いた額）から

中小企業信用保険法により受領した保険金（責任共

有制度要綱に基づく負担金方式の場合は保険金の額

を部分保証方式に換算した額）を控除した額の元金

産業観光課 50％と利子等の合計額

事 項

中 小 企 業 近 代 化 資 金 損 失 補 償

令 和 ３ 年 度 か ら
完 済 の 日 ま で

（令和３年度分）



第４表　地方債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

災 害 援 護 資 金 貸 付 金
（昭和48年法律第82号による）

3,500
災害援護資金の
貸付財源として
県 よ り 借 入

延 滞 の 場 合 を 除 き
無 利 子

10 年 以 内 （ 内 据 置 5 年 以 内 ）

4.0 ％ 以 内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れるものについて、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

志 木 駅 前 自 転 車 駐 車 場
搬 送 コ ン ベ ア 更 新 事 業

48,500 同 上 4.0 ％ 以 内 同 上

同 報 系 防 災 行 政 無 線
シ ス テ ム 更 新 事 業

35,800 同 上 同 上 同 上

いろは保育園空調設備更新事業 33,800 同 上 同 上 同 上

道 路 標 示 等 設 置 事 業 6,800 同 上 同 上 同 上

道 路 整 備 等 事 業 191,900 同 上 同 上 同 上

庁 舎 建 設 事 業 3,682,200
普通貸借又は
証 券 発 行

借入先の融資条件による。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換えすること
ができる。



（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

中 央 通 停 車 場 線 整 備 事 業 14,300
普通貸借又は
証 券 発 行

4.0 ％ 以 内

借入先の融資条件による。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換えすること
ができる。

高 橋 中 ポ ン プ 場 改 修 事 業 1,600 同 上 同 上 同 上

遠 方 監 視 シ ス テ ム 更 新 事 業 34,300 同 上 同 上 同 上

赤 野 毛 排 水 機 場 改 修 等 事 業 12,000 同 上 同 上 同 上

いろは親水公園施設再整備事業 265,300 同 上 同 上 同 上

消防団第５分団車庫建設事業 32,300 同 上 同 上 同 上

志 木 小 学 校 等 複 合 施 設
空 調 設 備 改 修 事 業

76,800 同 上 同 上 同 上

宗岡小学校体育館大規模改修事業 193,600 同 上 同 上 同 上



（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

宗 岡 第 二 小 学 校 給 食 室
空 調 設 備 設 置 事 業

14,000
普通貸借又は
証 券 発 行

4.0 ％ 以 内

借入先の融資条件による。ただし、市財政の
都合により据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換えすること
ができる。

志木第三小学校給食室改修事業 66,500 同 上 同 上 同 上

志 木 第 二 中 学 校 給 食 室
空 調 設 備 設 置 事 業

13,000 同 上 同 上 同 上

4.0 ％ 以 内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れるものについて、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）

臨 時 財 政 対 策 債 1,200,000 同 上 同 上
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